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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　力センサ（ＣＰ）であって、
　＊検出コイル（ＢＮ）を備える第１の部分（ＰＡ１）と、
　＊前記第１の部分（ＰＡ１）に対向して位置決めされる第２の部分（ＰＡ２）であって
、
　　・前記第１の部分（ＰＡ１）に対して並進的に可動である強磁性プレート（ＦＭ）で
あって、これの結果として、力（Ｆ）がセンサ（ＣＰ）に伝達される場合、前記部分に向
かって移動すると共に、可変ギャップと直列である前記２つの部分（ＰＡ１，ＰＡ２）に
よって形成される磁気回路のリラクタンスを減少させる、強磁性プレート（ＦＭ）と、
　　・前記磁気回路のリラクタンスに依存して、信号を発生させるように構成された電子
検出回路と、
　　を備える第２の部分（ＰＡ２）と、
　を備え、
　前記強磁性プレート（ＦＭ)は、非晶質金属合金によって形成されることを特徴とする
、力センサ（ＣＰ）。
【請求項２】
　請求項１に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記強磁性プレート（ＦＭ）の厚さは、２０マイクロメートルと２００マイクロメート
ルとの間であることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
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【請求項３】
　請求項１に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記強磁性プレート（ＦＭ）の厚さは、５０マイクロメートルと７５マイクロメートル
との間であることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれかに記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記第１の部分（ＰＡ１）はフェライトコアを備え、前記コイル（ＢＮ）は、前記コア
（ＮＹ）の内部に設置されることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項５】
　請求項４に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記コイル（ＢＮ）及び前記コア（ＮＹ）は、実質的に平らであることを特徴とする、
力センサ（ＣＰ）。
【請求項６】
　請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記第２の部分（ＰＡ２）は、前記強磁性プレート（ＦＭ）に強固に接続された懸架手
段（ＢＲ，ＰＴ）を備える基部（ＢＳ）を備えることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項７】
　請求項６に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記懸架手段（ＢＲ，ＰＴ）は前記第１の部分（ＰＡ１）に固定され、前記強磁性プレ
ート（ＦＭ）は、前記懸架手段（ＢＲ，ＰＴ）によって、前記第１の部分（ＰＡ１）に対
して並進的に可動であることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項８】
　請求項６又は請求項７に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記懸架手段（ＢＲ，ＰＴ）は、
　＊前記基部（ＢＳ）の中にさし挟むことによって形成されたアーム（ＢＲ）であって、
各アーム（ＢＲ）は端部を備える、アーム（ＢＲ）と、
　＊接触パッド（ＰＴ）であって、接触パッド（ＰＴ）はアーム（ＢＲ）の各端部に固定
される、接触パッド（ＰＴ）と、
　を備えることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項９】
　請求項１から請求項８のいずれか一項に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記第１の部分（ＰＡ１）は、密封手段（ＭＳ）と、空洞（ＣＶ）を備える構造体（Ｓ
Ｔ）とを備え、前記コイル（ＢＮ）及び前記検出回路は、前記密封手段（ＭＳ）によって
、前記空洞（ＣＶ）の内部に囲まれることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項１０】
　請求項９に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記密封手段（ＭＳ）は、ガラス、セラミック、又は別の結晶性無機材料から成り、且
つ前記構造体（ＳＴ）に固定されたプレートであることを特徴とする、力センサ（ＣＰ）
。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記構造体（ＳＴ）は、前記空洞（ＣＶ）の枠取りをする停止部（ＢＴ）を有し、前記
停止部（ＢＴ）の高さは、前記密封手段（ＭＳ）のプレートの厚さよりも大きいことを特
徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の力センサ（ＣＰ）であって、
　前記構造体（ＳＴ）は、前記空洞（ＣＶ）の枠取りをする停止部（ＢＴ）を有し、前記
停止部（ＢＴ）の高さは、前記密封手段（ＭＳ）のプレートの厚さよりも最大１０％大き
いことを特徴とする、力センサ（ＣＰ）。
【請求項１３】
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　泳者計時システムであって、
　水泳プールのゴール壁上に位置決めされたタッチパッド（ＰＬ）と、請求項１から請求
項１２のいずれか一項に記載の少なくとも１つのセンサ（ＣＰ）とを備え、
　前記センサ（ＣＰ）は、前記ゴール壁と前記タッチパッド（ＰＬ）との間に位置決めさ
れ、その結果として、前記タッチパッド（ＰＬ）に及ぼされた力（Ｆ）は、前記強磁性プ
レート（ＦＭ）に伝達されることを特徴とする、泳者計時システム。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の計時システムであって、
　請求項１から請求項１２のいずれか一項に記載の複数のセンサ（ＣＰ）を備え、該複数
のセンサ（ＣＰ）は、前記ゴール壁と前記タッチパッド（ＰＬ）との間でマトリックスの
形に配置されることを特徴とする、計時システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、泳者計時システムの、タッチパッドと呼ばれるパッドに及ぼされる力を検出
するのに適したセンサに関する。そのようなセンサはまた、力を加えることによって引き
起こされるパッドの移動の検出器である、と考えることが可能である。もちろん、力セン
サ／移動センサは、前述の使用に対して特に適してはいるが、それは、力又は移動の検出
を要求する、全てのタイプの応用に対して適している。
【背景技術】
【０００２】
　慣例的に、タッチパッドは、水泳プールのレーンのゴール壁に固定されている。泳者が
ゴール壁に圧力を及ぼす場合、その圧力は力センサによって検出され、泳者の時間を測定
するタイマは、停止するか、又は中間時間を記録する。
【０００３】
　この用途に適した力センサは、特許文献１から既知である。この出願は、パッドとゴー
ル壁との間で、パッドに沿って延在するワイヤの形をした力センサを開示している。各ワ
イヤは、２つの対向する金属細片を備え、該金属細片の１つは、２つの細片間での任意の
接触を回避するために、湾曲している。
【０００４】
　泳者が、ゴール壁に向かってパッドに力を及ぼすと、ワイヤの１つの少なくとも一部分
が圧縮され、前記ワイヤの金属細片は、その時、互いに接触する。ワイヤを備える電気検
出回路は、その時、閉じる。
【０００５】
　このタイプのセンサの不利なことは、該センサでは、泳者が圧力を及ぼすパッド上の点
の位置が突きとめられない、ということである。別の不利なことは、金属細片が接触する
ためには、かなりの力をパッドに及ぼす必要がある、ということである。
【０００６】
　それ故に、力センサに対する必要性が存在し、即ち、該力センサは、より敏感であると
共に、泳者の衝撃の位置を突きとめることを可能とするために、パッド上のマトリックス
又はパッドに面したマトリックスの形で、位置決めされ得るものでなければならない。
【０００７】
　もちろん、そのようなセンサはまた、泳者の正確な計時を可能とするように、短い反応
時間を有しなければならない。更に、そのような力センサは、小さく、薄く、水中に沈め
得るものでなければならず、且つ、衝撃に対して耐性があると共に、塩素のような、水泳
プールの水に存在する潜在的に腐食性の作用剤に対して耐性があるものでなければならな
い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
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【特許文献１】米国特許出願第３，５８４，１６９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の狙いは、前述の必要性の全て又は一部に対処することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的を達成するために、本発明は力センサに関し、該力センサは、
　＊検出コイルを備える第１の部分と、
　＊第１の部分と反対側に位置決めされる第２の部分であって、
　　・第１の部分に対して並進的に可動である強磁性プレートであって、これの結果とし
て、力がセンサに伝達される場合には前記部分に向かって移動すると共に、可変ギャップ
と直列である前記２つの部分によって形成される磁気回路のリラクタンスを減少させる、
強磁性プレートと、
　　・磁気回路のリラクタンスに依存して、信号を発生させるように構成された電子検出
回路と、
　　を備える、第２の部分と、
　を備える。
【００１１】
　「プレートは、第１の部分に対して並進的に可動である」という句は、プレートが、第
１の部分が定められる基準枠の中で並進的に可動である、ということを意味するものと理
解される。それ故に、プレートと第１の部分との間の相対的な移動のことを言及している
。そのような基準枠は、必ずしも現実の基準枠であるとは限らない。実際には、プレート
は、明らかに、現実の基準枠、及び第１の可動部分の中に定めることが可能である。
【００１２】
　本発明によるセンサが、水泳プールのゴール壁とタッチパッドとの間に設置される場合
、センサに近接するパッドに及ぼされる力は、前記センサに戻される。この力は、プレー
トが、検出コイルを備える第１の部分に対して移動することを引き起こす。磁気回路のギ
ャップ長における変更が、その時、続いてあり、これが、前記磁気回路のリラクタンスの
変化の原因である。
【００１３】
　従って、コイルの端子に接続された電子検出回路によって、及び、出力信号が、（ギャ
ップに依存する）磁気回路のリラクタンスに依存して、発生されるのを可能とすることに
よって、パッドが力を感じたかどうか（即ち、パッドが移動したか、又はこの移動が検出
される程度に十分に移動したかどうか）を決定することが可能である。
【００１４】
　有利なことに、本発明による幾つかのセンサは、泳者がどの点でパッドに接触したかを
決定するために、ゴール壁と、例えば、マトリックスの形をしたパッドとの間のスペース
内に分布している。センサの数が多ければ多いほど、位置を突きとめる精度は、ますます
高くなる。
【００１５】
　更に、本発明による力センサは、強磁性プレートが非晶質金属合金によって形成される
ようになっている。プレートに対して非晶質金属を使用することは、非常に多くの利点を
有する。
【００１６】
　特に、非晶質金属は、ほぼ１，０００，０００という、非常に高い比透磁率を有する。
特に、コバルト－鉄－ニッケル－ホウ素－珪素の非晶質合金の系統群は、ほぼ１，０００
，０００という非常に高い比透磁率を示す。しかしながら、磁気回路のリラクタンスは、
第１の部分（ｆ）、プレート（ｍ）、及びギャップ（ｅ）によって形成されるセグメント
のリラクタンスの合計と等しく、即ち、Ｌf／μ0μfＳf＋Ｌm／μ0μmＳm+Ｌe／μ0Ｓeで
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ある。ここで、Ｌは磁気回路セグメントの長さを表し、μはその比透磁率を表し、Ｓはそ
の断面を表し、そしてμ0は真空の透磁率を表す。ギャップ及び、従って、センサの感度
に対して、回路のリラクタンスの依存性を増加させるためには、それ故に、ギャップのリ
ラクタンスＬe／μ0Ｓeに対して、固体部分のリラクタンスの合計Ｌf／μ0μfＳf＋Ｌm／
μ0μmＳmを最小にする必要がある。ほぼ１，０００，０００という、非常に高い比透磁
率を有する非晶質金属プレートを使用することによって、プレートのリラクタンスの寄与
を減少させることが可能になる。
【００１７】
　更に、（検出コイルを除く）第１の部分について高い比透磁率を有する材料、例えば、
ほぼ１０，０００という高い比透磁率を有するフェライトを選択することによって、磁気
回路の合計リラクタンスを、ギャップのリラクタンスＬe／μ0Ｓeによって近似すること
が可能である。
【００１８】
　非晶質金属はまた、低い磁気クリープを示す。プレート内部では、検出コイルの励起後
は、誘起された磁界が、それ故に、素早く確立される。好ましい実施形態において、磁気
回路のリラクタンスにおける変化は、可変リラクタンス磁気回路に設置されたコイルに周
期的に印加される短パルスを使用して、測定される。リラクタンス変化は、新しいパルス
が印加されるに際して、検出することが可能である。非晶質金属の低磁気クリープのせい
で、１０，０００ヘルツ以上の周波数で、数百ナノ秒未満の持続期間を有するパルス列を
履行することが可能である。これは、１００マイクロ秒未満のセンサ待ち時間に対応し、
これによって、泳者の正確な計時を実行することが可能になる。更に、各パルスは、１ナ
ノジュール未満のエネルギー消費、即ち、１０マイクロワット未満の消費を示す。それ故
に、タッチパッド上での一組のセンサの消費はわずかである。注意するべきことであるが
、短いパルス列の使用によって、主に電流消費を低減することが可能になる。
【００１９】
　更に、本発明による力センサは、全ての技術的に可能な組み合わせによって、次の特徴
の１つ以上を備えることが可能である。
【００２０】
　１つの非制限的な実施形態によれば、プレートは、コバルト－鉄－ニッケル－ホウ素－
珪素（Ｃｏ６９Ｆｅ４Ｎｉ１Ｂ４Ｓｉ１５）に基づく２７１４Ａタイプの非晶質金属合金
によって形成される。
【００２１】
　１つの非制限的な実施形態によれば、非晶質金属プレートの厚さは２０マイクロメート
ルと２００マイクロメートルとの間であり、そして特に、５０マイクロメートルと７５マ
イクロメートルとの間である。実際問題として、望ましい厚さに到達するために、非晶質
金属プレートは、好みに応じて、複数の薄い重ね合わせ層によって形成される。厚さが大
きければ大きいほど、プレート上での磁気漏洩はますます小さくなり、且つプレート内部
での磁界はますます大きくなる。しかしながら、厚さが大きいことは、必然的にセンサが
かさばることを伴い、このことは、泳者計時のためにセンサを使用する背景において、制
限的なこととなる。２０マイクロメートルと２００マイクロメートルとの間の厚さ、そし
てより具体的には、５０ナノメートルと７５ナノメートルとの間の厚さは、低い磁気漏洩
を有する小型センサに対する良い折衷案であることが、経験的に認められてきた。
【００２２】
　１つの非制限的な実施形態によれば、第１の部分は、フェライトコアを備え、コイルは
、前記コアに設置される。以前に説明したように、フェライトは、ほぼ１０，０００とい
う高い比透磁率を有し、これによって、第１の部分のリラクタンスの寄与を減少させるこ
とが可能になる。注意するべきことであるが、コアは、代わりに、強磁性非晶質金属から
成ることが可能であろう。
【００２３】
　１つの非制限的な実施形態によれば、コイル及びコアは、実質的に平らである。この場
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合、長いコイル又はソレノイドに対向する平らなコイル又はパンケーキ状コイルのことを
言及している。このタイプのコイルによって、センサの全体的サイズを制限することが可
能となる。
【００２４】
　１つの非制限的な実施形態によれば、第２の部分は、第１の部分に固定された基部を備
え、基部は、非晶質金属プレートに強固に接続された懸架手段を備え、非晶質金属プレー
トは、前記懸架手段によって、第１の部分に対して可動である。センサは、その時、１つ
の塊を形成し、該塊の一部分は可動である。一実施形態において、第１の部分は、水泳プ
ールの壁の反対側の、計時システムのパッドに固定される。パッドが、泳者からの圧力に
よって、壁に向かって移動すると、センサは圧縮され、且つ非晶質金属シートは、第１の
部分に向かって移動する。代わりに、第１の部分が水泳プールに固定され、第２の部分が
パッドに固定されるか、又は、更には第２の部分が水泳プールに固定される。
【００２５】
　１つの非制限的な実施形態によれば、懸架手段は、基部の中にさし挟むことによって形
成されるアームであり、各アームは、接触パッドを備える端部を備え、接触パッドは、第
１の部分に固定される。これは、懸架手段を形成する簡単な手段である。接触パッドは、
第１の部分に対する接合点として作用し、第２の部分の残りは、懸架される。代わりに、
懸架手段は、基部及び第１の部分の両方に取り付けられたばねであり得るだろう。
【００２６】
　１つの非制限的な実施形態によれば、第１の部分は、密封手段と、空洞を備える構造体
とを備え、コイル及び検出回路は、密封手段によって空洞内に囲まれる。従って、コイル
及び検出回路は、衝撃から保護されると共に、水から保護される。
【００２７】
　１つの非制限的な実施形態によれば、密封手段は、構造体に固定された（例えば、ハン
ダ付けされた、又は接着された）ガラス又はセラミックから成るプレートである。これら
の材料によって、センサの第１の部分と第２の部分との間の磁束は攪乱されない。更に、
ガラス及びセラミック、又は多の結晶性無機材料は、水及び、塩素のような腐食性の作用
剤に対して耐性がある材料であり、これは、例えばゴムのような有機材料とは反対であり
、ゴムのような有機材料は、時間経過によって劣化するであろう。
【００２８】
　本発明は更に、泳者計時システムに関し、該泳者計時システムは、水泳プールのゴール
壁上に位置決めされたパッドと、ゴール壁とパッドとの間に位置決めされた、本発明によ
る少なくとも１つのセンサとを備え、その結果として、パッドに及ぼされる力は、非晶質
金属シートを備えるセンサに伝達される。
【００２９】
　１つの非制限的な実施形態によれば、計時システムは、ゴール壁とパッドとの間にマト
リックスの形で配置された複数のセンサを備える。従って、反応するセンサに基づいて、
パッド上での泳者の衝撃の位置を突きとめることが可能である。
【００３０】
　更なる特徴及び利点は、添付図面を参照しながら、非制限的な例として提供される次の
説明から、はっきりと明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の一実施形態による力センサの、第１の部分及び第２の部分の組み立ての
断面図である。
【図２】第１の部分だけを示したものである。
【図３】第２の部分だけを示したものである。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　図１を参照すると示されるように、本発明による力センサＣＰは、
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　・特に、コイルＢＮを及び、コイルＢＮの端子に接続された検出回路（図示せず）を備
える第１の部分ＰＡ１と、
　・特にコバルト－鉄－ニッケル－ホウ素－珪素（Ｃｏ６９Ｆｅ４Ｎｉ１Ｂ４Ｓｉ１５）
に基づく２７１４Ａタイプの非晶質金属合金から成る強磁性プレートＦＭを特に備える、
第１の部分ＰＡ１に対向する第２の部分ＰＡ２と、
　を備える。
【００３３】
　「対向する」という用語は、平面Ｒ（この面に沿って、非晶質金属プレートＦＭが延在
する）は、コイルＢＮの軸Ｚに実質的に直交することを意味すると、理解される。
【００３４】
　図１に示される実施形態において、第１の部分ＰＡ１及び第２の部分ＰＡ２は、互いに
対して固定されている。より具体的には、そして以下では更に詳細に説明されるように、
第２の部分ＰＡ２は、第１の部分ＰＡ１に固定された懸架手段ＢＲ、ＰＴを備える。非晶
質金属プレートＦＭは、これらの懸架手段ＢＲ、ＰＴによって、コイルＢＮに対して懸架
された状態で保たれる。非晶質金属プレートＦＭは、その時、コイルＢＮの軸Ｚに沿って
、第１の部分ＰＡ１に対して並進的に移動することが可能であり、これによって、非晶質
金属プレートは、コイルＢＮに向かって移動すること、又はコイルＢＮから離れるように
移動することが可能である。注意するべきことであるが、「プレートが第１の部分に対し
て並進的に可動である」ことは、プレートが、第１の部分が定められる基準枠の中で並進
的に可動であることを意味するものと理解されるが、この基準枠は、必ずしも現実の基準
枠とは限らない（現実の基準枠の中では、第１の部分は、明らかに可動であり得る）。泳
者計時のために使用するという背景において、センサＣＰは、水泳プールのレーンのゴー
ル壁と計時システムのパッドＰＬとの間に設置される。センサＣＰは、壁に取り付けられ
るか、又は、第１の部分ＰＡ１上の、若しくは第２の部分ＰＡ２上のパッドに取り付けら
れるか、のいずれかである。非限定的な実施形態を示す図１において、センサＣＰは、第
１の部分ＰＡ１上のパッドＰＬに取り付けられることが示されている。図１に示されるよ
うに、力ＦがパッドＰＬに加えられると、パッドＰＬは、壁に向かって移動し、センサＣ
Ｐを圧縮する。非晶質金属プレートＦＭ及びコイルＢＮは、その時、懸架手段ＢＲ、ＰＴ
を介して、互いに向かって移動する。
【００３５】
　代替的な実施形態では、第１の部分ＰＡ１及び第２の部分ＰＡ２は、互いに対して固定
されていない。それ故に、第１の部分ＰＡ１は、第２の部分ＰＡ２に対して完全に可動的
である。泳者計時のために使用するという背景において、第１の部分ＰＡ１は、パッドに
固定され、且つ第２の部分ＰＡ２は、壁に対向して固定される、又は、その逆も成り立つ
。力がパッドＰＬに加えられると、パッドＰＬは、壁に向かって移動し、それによって、
第１の部分ＰＡ１を、第２の部分ＰＡ２に向けて移動させる。注意するべきことであるが
、この実施形態では、第２の部分ＰＡ２は、懸架手段ＢＲ、ＰＴを備えていなくてもよく
、そして、もし第２の部分ＰＡ２が懸架手段を備える場合、その時は、これらの懸架手段
は、第１の部分ＰＡ１に固定されない。
【００３６】
　図２及び図３は、それぞれ、第１の部分ＰＡ１及び第２の部分ＰＡ２を示す。
【００３７】
　図１及び図２に示されるように、第１の部分ＰＡ１は、実質的に正方形の断面（しかし
、これは、異なる形状であり得る）を有する構造体ＳＴを備え、該構造体の中心には、空
洞ＣＶがくりぬかれている。コイルＢＮは、空洞ＣＶの中に位置決めされるが、コイルＢ
Ｎに対する強磁性コアＮＹも同様である。コアＮＹは、例えば、フェライトによって、又
は金属シートの組み立て部品によって形成される。コアＮＹは、代わりに非晶質金属によ
っても形成されるが、該非晶質金属は、前述の材料よりも弾性変形に対して機械的に耐性
がある。
【００３８】
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　図１に示されるように、第１の部分ＰＡ１は、空洞ＣＶを密封するための手段ＭＳを備
える。電子検出回路及びコイルＢＮが空洞の中に設置される状態では、空洞の密封を保証
することが重要である。しかしながら、密封手段ＭＳは、磁界を撹乱してはならない。更
に、密封手段は、摩耗耐性がなければならない。ガラスプレート又はセラミックプレート
によって形成された密封手段は、これらの制約に対処する。プレートＭＳは、空洞ＣＶを
囲むように、例えば、空洞に隣接する壁に、ハンダ付けされるか、蝋付けされるか、密封
的に又は非密封的に嵌めこまれるか、又は、接着される。
【００３９】
　図１及び図３に示されるように、第２の部分ＰＡ２は、正方形断面の基部ＢＳを備え、
該基部の中心に、非晶質金属プレートＦＭが設置される。注意するべきことであるが、基
部ＢＳは、センサに及ぼされる最大圧力に耐えるべく、十分に厚くなければならない。例
えば、厚さは１．４ミリメートルであり、他の２つの寸法は２５ミリメートルである。
【００４０】
　更に、非晶質金属プレートＦＭもまた、実質的に正方形であり、且つ、基部ＢＳの中心
に固定される。もちろん、基部ＢＳ及び金属プレートＦＭは、任意の他の形状を仮定する
ことが可能である。
【００４１】
　以前に述べたように、基部ＢＳは、力Ｆが非晶質金属プレートＦＭに直交して基部ＢＳ
に加えられる場合に、変形可能である懸架手段ＢＲ、ＰＴを備える。この変形によって、
非晶質金属プレートＦＭの、コイルＢＮの軸Ｚに沿った並進的移動が可能になる。図示さ
れた例では、懸架手段ＢＲ、ＰＴは、基部ＢＳにおける（例えば、レーザによる）機械加
工によって形成された４つのアームＢＲによって形成され、アームＢＲの各々は、基部Ｂ
Ｓの縁部の１つに沿って延在し、且つ、その端部の１つにおいて接触パッドＰＴを備える
。もちろん、例えば、ばねのような、他のタイプの懸架手段を使用することも可能である
。
【００４２】
　一実施形態において、基部ＢＳは、補強プレートＲＤを備えるが、該補強プレートは、
接触パッドＰＴとは反対側の側面上に設置され、且つ、非晶質金属プレートＦＭが位置す
る区域が強化されることを可能にする。
【００４３】
　密封手段ＭＳは、本来、壊れやすく、且つもろいので、非晶質金属プレートＦＭの押圧
力、及び前記手段上の基部ＢＳの押圧力は、制限される必要がある、又は完全に回避され
る必要がある。この目的を達成するために、密封手段ＭＳは、停止部ＢＴの内側に収容さ
れる。ここで停止部ＢＴは、構造体ＳＴの中に形成され、且つ停止部ＢＴの高さは、過度
に大きな最小ギャップを要求しないように、密封手段ＭＳの厚さよりわずかに大きい。停
止部ＢＴの位置及び幅は、空洞ＣＶを越える、密封手段ＭＳの最小重なりを可能にし、且
つ停止部ＢＴと曲げアームＢＲとの間の接触を回避するように、配置される。
【００４４】
　もちろん、本発明は、図示された実施形態に限定されるものではなく、当業者には明ら
かである、様々な変形例及び変更例への適用が可能である。
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